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	一

般

会

計
	平成２４年度

当初予算額
	4,238億4,931万5千円
	特

別

会

計
	平成２４年度

当初予算額
	10億8,143万2千円

	
	平成２３年度

当初予算額
	4,349億9,821万5千円
	
	平成２３年度

当初予算額
	12億1,156万6千円

	
	平成２３年度

最終予算額
	4,178億8,632万8千円
	
	平成２３年度

最終予算額
	12億1,156万6千円

	
	前年比
２４当初／2３当初
	97.4％
	
	前年比
２４当初／2３当初
	89.3％


平成２４年度主要施策一覧

１．障がい者福祉の推進について（Ｐ．２）
　(１)　入所施設・病院からの地域生活への移行、地域生活の充実を支援します
　(２)　障がい者の就労を支援します
　(３)　発達障がい者、高次脳機能障がい者、障がい児等への支援を推進します
(４)　障がい者の社会参加や施設機能を充実します
(５)　障がい者自立支援制度などを円滑に運営します
２．子育てと家庭支援の推進について（Ｐ．７）
　(１)　社会全体で子育てを支援します
　(２)　児童虐待の予防、早期発見及び早期対応、保護及び支援、人材等の育成に全力をあげます
  (３)　援護を要する子どもと家庭を支援します
３．高齢者福祉の推進について（Ｐ．１２）
　(１)　介護保険制度などを計画的に推進します
　(２)　介護基盤の計画的な整備等を実施します
４．福祉基盤整備の推進について（Ｐ．１４）
(１)　地域におけるセーフティネットの充実を支援します
(２)　福祉人材の確保・定着を推進します
    (３)　生活困窮者の自立を支援します
(４)　医療保険制度の安定的な運営を支援します
(５)　その他

〔　一　般　会　計　〕

上段　平成2４当初
中段　平成2３当初
下段　平成2３最終　　　　　　　　　※【重点】＝知事重点事業
	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	１．障がい者福祉の推進について

(1) 入所施設・病院からの地域生活への移行、地域生活の充実を支援します。

①【新】【一部重点】障がい者地域生活支援体制整備事業

②精神障がい者地域生活移行・自立生活サポート事業


	1億  804万7千円

0円

0円

3,731万2千円

6,736万3千円

6,509万3千円


	障がい児施設に入所する18歳以上の障がい者の地域移行・地域定着支援を推進するため、また、施設に入所する障がい者が地域で安心して暮らすことができるための支援体制を整備。

ア　地域移行担当者設置費

　障がい児施設入所者への働きかけ、ケース検討、事業者等との利用調整を行う地域移行担当者の人件費及び活動費を助成。
イ　地域体制整備コーディネーター設置費

　障がい者施設入所者への働きかけ、ケース検討、事業等との利用調整を行う地域体制整備コーディネーターの人件費及び活動費を助成。
ウ　入所施設機能強化助成

　障がい者施設入所者の自立訓練、退所後の訪問等バックアップに要する事業費を助成。
エ　人材養成費

　地域体制整備コーディネーターの資質向上、一般相談支援事業所の地域移行推進員の養成研修の実施。
オ　府市連絡会議開催費

　政令市等と協議・調整を行うための会議を開催。
【２０ページ主要事業１参照】
精神障がい者に係る地域活動支援センター等に地域体制整備コーディネーターを配置し、精神科病院、市町村、相談支援事業者と連携しながら、精神障がい者の地域生活への移行と退院後の自立生活を支援。



	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	③障がい者医療・リハビリテーションセンター運営費
④重度障がい者訪問看護利用料助成事業

⑤重度障がい者等住宅改造助成事業

(2) 障がい者の就労を支援します。

①【新】【重点】障がい者就労支援強化事業

②【新】【重点】アートを活かした障がい者の就労支援事業
③障がい者ＩＴ就労支援事業
	5億7,121万9千円

6億5,022万3千円

6億4,220万円
6,356万1千円

5,252万5千円

6,196万5千円

6,062万4千円

6,381万4千円

6,381万4千円

5,374万4千円

0円

0円

400万円

0円

0円

1,218万3千円

1,282万5千円

1,282万5千円


	大阪府立急性期・総合医療センターに隣接する「障がい者医療・リハビリテーションセンター」において、治療の当初から地域生活への移行までの一貫したリハビリテーションを実施。

ア　障がい者医療・リハビリテーション医療部門

大阪府立急性期・総合医療センターの障がい者医療・リハビリテーション医療部門において、障がい者に対する医療やリハビリテーション医療を実施。

イ　障がい者自立センター

　　障がい者の社会生活力を高めるため、身体機能や生活能力向上のための支援プログラムの実施（自立訓練、施設入所支援）。

ウ　障がい者自立相談支援センター

障がい者の相談支援に関する広域的・専門的助言及び人材育成を通じて、障がい者ケアマネジメントを総合的に推進し、地域生活を支援（地域生活への移行支援・継続支援）。
重度障がい者（児）の在宅医療を推進し、訪問看護制度の利用を促進するため、利用料を軽減する市町村に対し必要な経費を助成。

重度障がい者等が、住宅を安全かつ利便性に優れたものに改造するための費用を負担する市町村に対し必要な経費を助成。
福祉施設において就労を希望する障がい者の一般就労を促進するため、地域の就労支援機関の機能向上と連携強化を図りながら、実習・雇用受入企業の開拓と就職マッチングから職場定着への支援を充実・強化。
【２１ページ主要事業２参照】

障がい者が創作した創造性豊かな、芸術性に溢れる作品を「現代アート」として評価し、アーティストとしての自立に向けたチャレンジを支援するため、公募展等を開催。

【２２ページ主要事業３参照】

庁内各室課で実施予定のＩＴ関連業務を、大阪府ＩＴステーションに委託することにより、障がい者テレワーカーの在宅就労を支援。


	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	④大阪府ＩＴステーション事業

⑤【重点】大阪府ハートフルオフィス推進事業　

⑥障がい者就労・生活支援の拠点づくり推進事業

⑦【一部新】工賃向上計画支援事業

(3) 発達障がい者、高次脳機能障がい者、障がい児等への支援を推進します。

①児童福祉施設事業費

②発達障がい者支援事業


	1億4,258万4千円

1億6,306万4千円

1億6,306万4千円
6,692万4千円

4,321万6千円

3,580万9千円

1億2,297万6千円

1億2,297万6千円

1億2,297万6千円

1億2,996万8千円

9,376万2千円

9,376万2千円

31億8,802万8千円

56億3,079万9千円

55億2,827万8千円

533万3千円

5,256万4千円

5,256万4千円


	ＩＴを活用した就労に直結した事業を展開する大阪府ＩＴステーションにおいて、就労相談から企業とのマッチングまで総合的な支援を行い、在宅就労から一般就労までを見据えたトータルな取組を促進。

障がい特性に合った事務作業を全庁的に集約し、専任・常駐の指導員の支援、指導のもと障がいのある非常勤職員が作業を行う「ハートフルオフィス」を拡充（平成23年度15人⇒平成24年度２５人）。併せて、各人の特性、業務特性に合わせ各所属配置型での雇用も実施し、一般就労移行へのステップとして活用。

知的障がい者等が就労できるよう、障害者就業・生活支援センターに、生活支援ワーカー２名を配置し、別途配置される就業支援ワーカーとともに、就労面及び生活面で総合的に支援。

　
施設で働く障がい者の工賃アップを図るため、施設と企業とのパイプ役となるスーパーバイザー等を配置し、施設の経営ノウハウや技術力向上等の支援を行うとともに、施設にて生産された製品の販路開拓を促進。
児童福祉法に基づく障がい児支援に要する障がい児施設措置費及び障がい児入所（通所）給付費等について、必要な経費を支弁するとともに、都道府県の法定負担分を負担。

発達障がいの診断や療育等を行う人材の育成を行うとともに、相談・診断・療育のためのシステムの構築を行い、発達障がい児(者)とその家族を支援。

ア　支援体制整備検討委員会の運営
イ　医師・施設関係者等の発達障がい児(者)の支援のための研修委託
ウ　成人期発達障がい者地域支援体制サポート事業の実施

　　発達障がい者に対する専門相談員を養成することにより、地域における相談支援の窓口を確保。


	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	③障がい児等療育支援　事業

④【新】【重点】重症心身障がい児（者）の地域ケアシステム整備事業
⑤【重点】被虐待障がい児緊急保護体制整備事業

【安心こども基金活用事業】

⑥【重点】障がい児者虐待防止対策支援事業
⑦【新】【重点】高次脳機能障がい者社会復帰支援事業

	1億   20万7千円

1億4,268万8千円

1億4,299万3千円

2,575万7千円
0円

0円

946万4千円

1,691万7千円

1,455万9千円

2,662万円

2,703万1千円

2,484万1千円

2,678万8千円

0円

0円


	在宅の障がい児（者）等の地域における生活を支援するため、関係機関と連携し、身近な地域における相談・療育指導機能を充実。

ア　障がい児（者）に対する外来相談支援等及び専門集団療育事業委託
イ　発達障がい療育に関わる事業者の人材育成、療育機関への支援の実施

医療的ケアが必要な重症心身障がい児（者）の地域ケアシステムを構築するための課題及び推進方策を検討する委員会を設置するとともに、「重症心身障がい児（者）地域生活支援センター」を活用し、障がい福祉サービス事業所に対する身体介護技術研修等を実施。
【２３ページ主要事業４参照】
府立知的障がい児施設に心理職員を配置し、被虐待障がい児の心理的ケアを行うとともに、民間知的障がい児施設における療育環境の改善を図り、被虐待障がい児への専門的ケアを充実。

施設内虐待ゼロを目指し、障がい児者入所施設へ支援員を派遣し、第三者を活用したサービス内容の改善に向けた支援を実施。

「制度の谷間」にある高次脳機能障がい者に対し、広域的・専門的支援を行うため身近な地域での受皿を整備。
【２４ページ主要事業５参照】
　　　　　　　



	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	(4) 障がい者の社会参加や施設機能を充実します。

①地域生活支援事業

②盲ろう者通訳・介助者派遣事業（再掲）

【地域生活支援事業の一部】

③砂川厚生福祉センター運営費

④砂川厚生福祉センター整備費

⑤金剛コロニー運営費

⑥障がい者支援施設等整備事業

⑦障がい福祉施設機能強化推進事業


	2億3,160万7千円

1億9,578万4千円

1億9,578万4千円

8,893万9千円

5,124万8千円
5,124万8千円

1億6,638万円

1億9,838万1千円

1億9,114万6千円
2,640万円

2億2,597万3千円

2億2,048万3千円

7億3,095万5千円

7億5,835万8千円

8億5,390万9千円

6億  347万1千円

5億4,732万3千円

5億4,072万3千円

2億9,881万7千円

2億8,683万3千円

2億8,904万円


	在宅障がい者の社会参加を促進するために、各種支援員の養成・派遣、生活訓練等の事業を実施。

ア　手話通訳者養成研修事業

イ　盲ろう者通訳・介助員養成研修事業

ウ　音声機能障がい者発声訓練指導者養成事業

エ　盲人ホーム運営事業

オ　生活訓練等事業

カ　情報支援等事業

キ　社会参加促進事業　　　　　　など

盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、コミュニケーション及び移動等の支援を行う盲ろう者通訳・介助者の派遣事業を充実。

【２５ページ主要事業６参照】

知的障がい者が地域社会で自立した生活を送れるよう必要な支援を行う施設を運営。

老朽化した設備等を整備するために必要な改修工事等を実施。

ア　強度行動障がい者支援棟(いぶき)の老朽化した設備の更新等
イ　社会関係障がい者支援棟(つばさ)のトイレ改修工事
知的障がい児・者に対し、共同生活の中でそれぞれの障がいの程度に応じて、自立に必要な知識・技能の習得や能力の伸長を図るための指導・訓練等を実施する施設を運営。

入所施設からの地域移行の促進及び重度障がい者の住居の確保のため、社会福祉法人等に対し、多機能型施設及びケアホーム等の整備・改修等に必要な経費を助成。

　　

障がい児施設利用者のサービス向上等を図るため、施設機能強化推進費を障がい児施設に交付。

ア　利用者サービス向上の支援

　　利用者のサービス向上のための専門スタッフを配置する施設を支援。
イ　重症心身障がい児施設特別介護加算事業

　　重症心身障がい児の処遇向上に要する経費を助成。


	事　　業　　名
	事　業　費
	事　業　内　容　の　説　明

	(5) 障がい者自立支援制度などを円滑に運営します。

①自立支援給付費負担金

②自立支援制度総合推進事業

③市町村地域生活支援　事業

④障がい者自立支援対策臨時特例基金事業
 （以下略）


	278億6,227万6千円

233億8,201万7千円

235億5,672万2千円

775万3千円

783万5千円

783万5千円

23億7,905万8千円

24億4,616万3千円

23億5,236万6千円

23億1,269万8千円

88億1,805万7千円

78億2,631万7千円


	障害者自立支援法に基づく障がい福祉サービスに係る自立支援給付費を支給した市町村に対し、都道府県の法定負担分を負担。

障害者自立支援法による障がい者福祉サービスの適正な運用を図るため、市町村による介護給付費等の支給決定に係る不服申し立ての審理を行うとともに、市町村による適正な制度運営を支援。

障がい者が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な事業形態により、効率的・効果的な事業を実施する市町村に対し必要な経費を助成。

障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、法施行に伴う事業者に対する運営の安定化等を図る措置、新法への移行等のための円滑な実施を図る措置及び福祉・介護人材の緊急的な確保を図る措置について、基金を活用して支援策を実施。

（※当該基金を活用して、４(2)①「福祉・介護人材確保安定化事業」を実施。）
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